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電気通信審議会議事規則だい５条の２及び接続に関する議事手続き細則第２条の規定により平成12年5月25日付けの郵通議第３０１５号で公告された郵政省令案に関し別紙の通り意見を提出します。

以上

2000年7月24日

郵政省

審議会担当御中

写し：郵政省電気通信局

業務課御中

東京めたりっく通信株式会社

代表取締役　小林博昭

再意見の提出

前略、日ごろご高配いただき有難うございます。さて、当社の工事費に関連する料金問題についての再意見を以下のとおり提出いたします。

基本的な考え方

既に先回の意見表明で申し上げましたが、いかにして安価なブロードバンドサービスを達成することができるかということは国家的な課題であります。安価なブロードバンドを提供することがこれからの日本の国際競争力の要となります。この努力の対極にＮＴＴの利益が存在するという現実を直視しなければなりません。高い工事費、接続までに掛かる長い時間、高いコロケーション費用、これらを一つ一つ改善することが日本経済のためになるのであるから、東京めたりっく、ＮＴＴなど、一企業の視点ではなく、国民的な視点に立って個々のコストの見直し、そしてその結果として安価にするための知恵だしをしなければならないと考えております。

1． ＮＴＴ局舎内のコロケーションに関する工事費用について：回線当たりの標準価格を設定する案も

本件はＤＳＬ事業者も自社工事が可能という方向で法制が整備されるという状況は大変な進歩であります。コロケーションの場所の設定プロセスが明確でない状況で、ＮＴＴ局舎内の工事はNTTの恣意的な決定により、コロケーションする場所がＭＤＦから物理的に離れればそれだけ工事に掛かる費用は増大します。ＮＴＴは本件での得失が存在しなければ、改善する意欲も生じないと思われます。つまり、コロケーションの依頼があれば、置く場所を適当に定めて工事業者を選定し、その結果出てきたコストを事業者に請求する。この過程でＮＴＴが本気になればその工事から正当な利益が出せるということが一切組み込まれていないのが現状と考えられます。この結果、事業者は工事代金が高いという不満になり問題が提起される。さらに収容場所の選定についてもその決定プロセスの透明性が必要です。

この点についてはＮＴＴにとっても努力すれば、利益が出て、しかもコロケーションを依頼する事業者にとってもコストが安くなる方法があるのではないか？これが、以下の意見であります。自社工事も可能、さらにＮＴＴ工事もあるという両建てのコストの考え方です。。ＮＴＴもその工事から、利益を出せるという双方にとってwin winの関係が確立できると思われます。

NTT工事の場合の提案：

· ＭＤＦとＤＳＬＡＭ巻の回線あたりの接続コストを一本例えば標準価格2000円と固定する。これはＭＤＦの隣にＤＳＬＡＭを置けば接続コネクターと電話線の小計と工事費の合計が1500円＋アルファで一本の費用となるという想定です。標準価格（費用）の設定は第三者機関がこれを行う。ＮＴＴは大量に工事を行い、多くの回線を安く手配すれば、利益が多く出る、という考え方です。企業努力がコストの低減につながり、利益としても出てくるという構図です。

2． ＤＳＬサービスが電話局の収容場所、ＭＤＦの空きがないという理由で、殆どＤＳＬサービスを事業者が行えないような電話局。例えば当社の調査依頼に対して向島局場合は300回線が最大の回線数とＰＯＩ調査の結果が返ってきた事例。

この電話局ではＤＳＬ多重装置などの機材をコロケーションする場合、従来と同じような工事費が５００万円、600万円ではまったく事業としての採算が取れない。このような電話局に関してはＮＴＴの現状の収容環境を改善する、すなわち、ＬＥＣモーテル（電話局の外にＤＳＬ回線を引き出し、ＤＳＬＡＭ装置を局外の別なビルにおき、そこからＤＳＬサービスを可能にする）のような解決方法をご配慮願いたい。つまり、電話局に収容余力がなければ電話局の周辺にある外部のビルを活用してＤＳＬサービスを可能にしていただきたい。ＦＣＣでは、電話局が収容余力がない場合、増築其の他の方法により、サービスを可能にするというように聞いています。（確認中）この場合も１．で述べたようにＤＳＬ回線の局外引出しのコストは一本2千円とするなどの歯止めが必要と考えます。

3． 一般商用電源を電話局内で利用できるようにする。現在NTTからDSLAM装置に電源の供給を受けているが、無停電電源による１００V供給である。これは無停電電源であるがゆえに局内のUPS、発電機などに接続されるため、その償却費などの高いコスト負担が当然発生する。しかしながら東京都内の停電は1年を通じて15分も発生しない。つまり、15分程度のUPSさえあれば、顧客へのサービス低下につながらない、しかもそのようなUPSのコストは安価である。従って、無停電電源を導入することは必要がなさそうである。DSLサービスはライフラインのサービスではないので、一般商用電源で十分であると考えます。電話局への電源線が停電するような場合はその周辺の加入者宅は当然停電が予想される。このように一般商用電源を採用することにより、コストをいくらかでも圧縮することができれば、事業への負荷が小さくなる。NTTの電源を利用すると各種の償却コストが含まれるので当然、一般商用電源より高価になる。

以上３点について再意見を提出いたします。

草々





































